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おわりに
はじめに
　周知のとおり、昭和₅₃年 ₉ 月 ₇ 日、わが国の最高裁は違法収集証拠排除法則（以
下、排除法則とする）の採用を理論上認めた1。排除法則について論じる上で欠か
せないこの最高裁判決は、しかし、長くその議論の対象となる問題点を多いに含ん
だものであった。「違法の重大性」と「排除相当性」という ₂ つの要件の関係性と
それぞれの内容は、実際に証拠排除がなされなかったことも手伝って、不明確なま
まであった。さらにそれだけではなく、最高裁が排除法則の採用を認める根拠につ
いての十分な説明もなされなかった。それゆえ、「将来における違法な捜査の抑制
の見地」から導き出される、いわゆる排除法則の抑止効のみをその根拠として採用
しているのか、あるいは、いわゆる司法の廉潔性も根拠として考慮されているのか
という点は明らかではなかった。₅₃年判決を言い渡した小法廷を構成した裁判官の
一人である岸盛一裁判官は、「被告人を法の侵犯者として処罰する裁判所が捜査機
関の違法な証拠収集手続を不問にすることは、自ら法を破るにひとしい。」2と、昭
和₃₆年に述べており、最高裁において司法の廉潔性に対する配慮が一切なかったと
いうことは言い難いようにも思える。しかし、その後、最高裁は証拠排除が争われ
1 　最高裁昭和₅₃年 ₉ 月 ₇ 日第一小法廷判決刑集₃₂巻 ₆ 号₁₆₇₂頁。
2 　岸盛一『刑事訴訟法要義（上）』（廣文堂書店、₁₉₆₁）₁₄₇頁。
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たケースにおいて、排除法則の根拠について詳細に論じることはなかったし、また、
実際に証拠排除がなされた平成₁₅年 ₂ 月₁₄日判決3においてもそれは同様であっ
た。昭和₅₃年判決以降、実際にいかなる場合に証拠排除がなされるのかに注目が集
まり、排除法則の適用要件の議論が重視され、根拠論が取り上げられる機会はそう
多くないように考えられる。しかし、排除法則の根拠をなにに求めるかという問題
は、実際に排除法則を適用するか否かの判断において重要なものである。このこと
を確認するために、最近のアメリカにおける排除法則の適否が争われたケースのほ
か、根拠論について取り上げ、現在確立している排除法則の理論的根拠を改めて検
討する手がかりとする。
1 ．アメリカにおける最近の動き
　Burger Court 以来、アメリカ連邦最高裁は排除法則に対し、好意的な立場をとっ
ているとはいえない。現在の Roberts Court はこの立場を踏襲し、さらに排除法則
の完全な廃棄を目指しているとさえ評価される4。Roberts Court は、₂₀₀₉年の
Herring 事件判決5で、捜査官が善意の場合にはたとえ修正第 ₄ 条侵害の結果得られ
た証拠であっても排除しないという「善意の例外」をより拡大させた。このケース
は、警察官が、逮捕状が発付されているという警察のデータベースの情報を信頼し
て逮捕をしたところ、このデータベースは更新がなされておらず、実際には逮捕状
は存在しなかったというものであるが、連邦最高裁は、このような状況のもとでは
当該警察官には有責性（culpability）は認められないとして、排除法則適用を拒否
した。これまで、善意の例外は、排除法則の目的を違法捜査抑止と捉えることを前
提として、捜査機関外部の過誤があり当該捜査官が善意である場合には抑止に資さ
ないため、排除法則を適用しないとされてきた6。しかし、違法捜査の抑止の効果
の有無と、証拠排除によって得られるベネフィットとそれによって支払われるコス
トの比較衡量の結果、連邦最高裁は本件において、捜査機関内部の過誤の場合にま
で善意の例外を拡大したのである。このため、Herring 事件判決は善意の例外の適
3 　最高裁平成₁₅年 ₂ 月₁₄日判決刑集₅₇巻 ₂ 号₁₂₁頁。
4 　David A. Harris, How Accountability-based Policing Can Reinforce –or Replace— the Fourth 
Amendment Exclusionary Rule, ₇ Ohio St. J. Crim. L. ₁₄₉, ₁₅₃ (₂₀₀₉).
5 　Herring v. United States, ₅₅₅ U.S. ₁₃₅ (₂₀₀₉).
6 　Arizona v. Evans, ₅₁₄ U.S. ₁ (₁₉₉₅).
95
排除法則の理論的根拠の再検討 （守田）
用範囲を拡大し、以後の違法収集証拠排除の可能性をさらに低くしたものと考えら
れた。その一方で、違法行為を行った当該捜査官以外の者に違法があった場合の証
拠の許容性の問題を、従来どおりの善意の例外を本件にあてはめて解決したにすぎ
ないものであって、証拠排除にあたっては一律に有責性が求められることを示した
わけではないものと理解し得る期待も微かに持ち得た7。しかし、その ₂ 年後の
Davis 事件判決8において、連邦最高裁は、証拠排除が認められる場合とは、当該
違法行為を行った捜査官個人に有責性（culpability）が認められる場合であること
を確認したのであった。
　これらのことから、現在の連邦最高裁は、もはや排除法則を廃止しつつあると考
えられたが、さらに排除法則に追い打ちをかけるような出来事が起きた。₂₀₁₄年の
Heien 事件判決9である。この判決において、連邦最高裁は、捜査官が法を誤解し
ていたことについて「合理的」であると認められる場合には、たとえ違法収集証拠
であっても排除しないとし、更なる排除法則への例外を設けたのである。
　Heien 事件判決の事実は、概ね次のようなものである。₂₀₀₉年 ₄ 月₂₉日の朝、
North Carolina 州の Dobson 付近にある州間幹線道路₇₇号を走行中の車に不審感を抱
いた警察官は、当該車両を追跡した。数マイル進んだところで、当該車両はその前
方を走行中の車に接近したため、ブレーキを踏んだが、ブレーキライトの点灯は左
側のみであった。そこで、警察官はその車を停車させ、中にいる運転手に免許証等
の確認をさせればブレーキライトの故障についての違反切符を切るのみである旨を
伝えた。しかしその間、運転手はナーバスに見え、さらにその同乗者の Heien とそ
れぞれが異なる目的地を答えるなどしたので、警察官は何らかの禁制品を所持して
はいないかという疑いを持ち始めた。二人はそれを否定したが、警察官はこの自動
車の所有者である Heien に対し捜索の許可を求め、同意を得てこれをくまなく捜索
した。すると、ダッフルバッグのサイドポケットの中から、コカインを入れたサン
7 　Herring 事件判決と同年の Arizona v. Gant, ₅₅₆ U.S. ₃₃₂ (₂₀₀₉) において連邦最高裁は、無
免許運転で逮捕の後に被逮捕者の自動車を捜索したことは、被逮捕者に武器の所持または
証拠隠滅の可能性がある場合に許される無令状捜索の範囲を逸脱しており、無免許運転で
の逮捕ゆえに車両内にその罪に関する証拠が存在する蓋然性も考えられないことから、そ
の結果発見された銃とコカインは排除すべきであるとした。これが、被逮捕者の権利が侵
害されたことを認めて証拠排除をするという従来の判断方法を連邦最高裁が再び採用した
のかとも考えることができるケースであったことも手伝って、Herring 事件判決に対しても
排除法則を拡大したものではないのだという期待を持ち得たといえる。
8 　Davis v. United States, ₁₃₁ S. Ct. ₂₄₁₉ (₂₀₁₁).
9 　Heien v. North Carolina, ₁₃₅ S. Ct. ₅₃₀ (₂₀₁₄).
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ドウィッチバッグが発見され、二人は逮捕された。Heien はコカイン密売の廉で起
訴されたが、これに対し、当該停止と捜索は修正第 ₄ 条違反であると主張して、自
動車から押収された証拠の排除が申し立てられたのであった。そこで争点となった
のが、警察官が停止の根拠としたブレーキライトについて定めた州法の解釈であっ
た。すなわち、警察官が停止の根拠とした州法は、「車両後部にストップランプ（a 
stop lamp）が備え付けられてなければならない」と規定しており10、Heien の車両は
違法整備ではなく停止される理由はなかった。しかし、その同じ州法中に「本来備
え付けられている全てのリアランプ」が機能していなければならないとしている箇
所もある11。そのため、警察官は、これら二つの規定について誤った理解をしてし
まっていたのである。
　事実審は、当該車両のブレーキライトが片方しか点灯しなかったという事実は当
初の停止行為のための合理的な疑いを生じさせるものであるとして Heien の排除申
立てを認めなかった。州の控訴裁判所はこれを覆し、州法は「 ₁ つのランプ（a 
single lamp）」のみを要求しているのであって、事実、Heien の車両がこれを備えて
いたのであれば、停止のための合理的な疑いは客観的に存在しないと結論した。州
最高裁はこれをさらに覆し、仮に州法違反が行われていなかったとしても、当該警
察官がこの法を誤って理解していたことは合理的であり、本件停止行為は適法であ
るとした12。
　連邦最高裁は、修正第 ₄ 条違反の有無は合理性の有無によって判断されるとしつ
つ、その合理性は警察官の完璧さを求めてはおらずある程度のミステイクを許容し
ているとした。合理的な人間であっても、時としてミスを犯すことは想定でき、そ
れは合理的な疑いの有無の判断の際にも生じるものであるという。そして合理的な
疑いは、事実についての理解と法についての理解の両方の組み合わせによって生じ
るものであり、合理的な疑いについての判断の誤りが、事実についての誤解であっ
たのか、または法についての誤解であったのかによって、そのミステイクが合理的
であったか否かの判断に違いを生じさせるべきではないとした13。また、英語圏の
人々にとって、「ストップランプ」は「リアランプ」の一種であると解釈されるも
のであり、「全てのリアランプ」が正常に作動していることを要求する条文がある
10　N. C. Gen. Stat. Ann. §₂₀-₁₂₉ (g).
11　N. C. Gen. Stat. Ann. §₂₀-₁₂₉ (d).
12　Heien, ₁₃₅ S. Ct., at ₅₃₅.
13　Id., at ₅₃₆.
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からには、複数のストップランプを備え付けている車両の場合にはそれら全てが正
常に点灯しなければならないと理解されるであろうとして、州最高裁の判決を維持
した14。連邦最高裁は、本件の違法な停止行為からの一連の警察官の行為について、
修正第 ₄ 条の侵害であるとは判断せず、証拠排除を認めなかった。これによって、
警察官が法を誤解して違法な活動を行った場合であっても、その誤解が合理的であ
ると客観的に認められた場合には不合理な捜索・押収であったとはみなされず、排
除法則は適用されないこととなり、排除法則適用の例外はさらに拡大したことにな
る。
　しかし、Heien 事件判決におけるこのような結論は、警邏中の警察官と市民との
遭遇というごくありふれた状況での、不合理な捜索・押収を受けない権利という修
正第 ₄ 条による保障を軽視しているかのように見える。確かに、修正第 ₄ 条につい
ての判断にとって重要なのは合理性の有無であるが、本件の反対意見が冒頭で述べ
ているように、それは連邦最高裁が修正第 ₄ 条の侵害の有無を判断する際の基準と
して与えられたものに過ぎない15。捜索・押収についての合理性の有無の判断は、
実際の法に当てはまるか否かについて、警察官が当該事実をどのように理解してい
たのか、を判断することである16。これを本件についていえば、車体後部に備え付
けられたいずれかのブレーキランプが、ブレーキが踏まれた際に点灯することを要
求する法が存在し、警察官が本件の事実においてこの法に反する整備不良があった
と認識した。その事実に対する認識が実際には誤りであった場合に、その誤りが合
理的であったか否かということを裁判所が判断するにとどまるということである。
ある程度の誤解について合理的であると考えられる範囲内で許容するということ
は、現場で犯罪行為に直面する警察官たちが即座に事実についての判断をすること
が求められるからであり、それだけではなく、警察官が高度な専門的知識を有して
いることを裁判所が認めているからである17。このような判断は、警察官が法を正
しく理解していることを前提としている。
　さらに、今日、連邦最高裁は、排除法則の根拠を違法捜査の抑止に限っているが、
この抑止効の観点からも、警察官の法についての誤解を安易に許すことは認められ
ない。法を正しく理解せずになされた違法な行為が修正第 ₄ 条に違反していないと
14　Id., at ₅₄₀.
15　Id., at ₅₄₂ (Sotomayor, J., dissenting).
16　Id.
17　Id., at ₅₄₃.
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して認められるのであれば、少なくともこれまでと同程度あるいはそれ以上に熱心
に学ぶ警察官たちの熱意を持続し促進させるという可能性は低い。法廷意見は、修
正第 ₄ 条侵害が客観的に合理的な過誤によるものに限ることで、そのような懸念は
払拭できることを主張しているが18、それは楽観的に過ぎるであろう。もしも、裁
判所が法についての誤解を許容したならば、実際に法に違反しているかが曖昧な状
況でも停止行為を行うことを許すことになる19。それは、警察官の勉強不足によっ
て生じる権利侵害を被る者がいることを裁判所が許容していることを意味するであ
ろう。
　これら証拠排除に関する最近の傾向からは、連邦最高裁長官の代替わりを経ても
違法収集証拠排除法則に好意的ではない態度が維持されていることを見出すことが
できる。そして、このように排除法則の事実上の廃棄をするかのような動きは20、
排除法則の根拠を唯一抑止効と捉えたことに理由の一つがあるように考えられる。
しかし、そのような原因をもたらした一つのきっかけは、排除法則を州に強制する
ものとした Mapp 事件判決の中にも存在する。
2 ．Mapp 事件判決の功罪
　現在、排除法則の根拠として連邦最高裁が認めているのは違法捜査に対する抑止
効である。それゆえに、その抑止に資さないと考えられる場合には排除法則が適用
されて証拠排除されることはない。しかし、司法の廉潔性という根拠もまた、アメ
リカにおいて、排除法則の根拠として挙げられていたものであった。現在では、こ
の司法の廉潔性は排除法則の根拠としての力はもたず、それに替わって抑止効がそ
の根拠として挙げられることとなっている。排除法則の根拠論のこの交代劇は、一
方では、排除法則の批判者たちによる意図的な解釈によるものであったと考えられ
るが、もう一方で、排除法則の州への適用を宣言した Mapp 事件判決21にもその一
因を見出すことができるであろう。アメリカ排除法則の歴史において最も重要であ
18　Id., at ₅₃₉.
19　Sarah Ricciardi, Do You Know Why I Stopped You?: The Future of Trafﬁc Stops in a Post-Heien 
World, ₄₇ Conn. L. Rev. ₁₀₇₅, ₁₀₉₆.
20　Davis 事件判決での Alito 判事の排除法則に対する評価は、現在の連邦最高裁の考えをよ
くあらわしているように考えられる。Davis v. U.S., ₁₃₁ S. Ct. ₂₄₁₉, ₂₄₂₇-₂₄₃₃ (₂₀₁₁).
21　Mapp v. Ohio, ₃₆₇ U.S. ₆₄₃ (₁₉₆₁).
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るといえる Mapp 事件判決は、このルールの適用を州に強制するという大役を果た
したが、しかし、その根拠の説明が複雑であったことによって、その後の議論に混
乱をもたらすことにもなったのである。
　アメリカ連邦最高裁における違法収集証拠排除の最初のケースといわれる Boyd
事件判決22は、証拠排除の根拠を修正第 ₄ 条と ₅ 条とに求めた。このケースは没収
について争われたものであったので、没収の対象となる自己の所有物の提出を強要
することは「被告人に、修正第 ₅ 条の意味する自身に不利な証人となることを強制
することとなり、それは修正第 ₄ 条の意味する捜索・押収—不合理な捜索・押収—
に等しい」ので、裁判所による送り状の提出命令と、その送り状の証拠としての許
容は、憲法に反する手続であると結論づけたのである。Boyd 事件判決は、修正第
₄ 条の権利を侵害して得られた自己に不利な証拠を許容することは、修正第 ₅ 条の
自己負罪拒否特権をも侵害することであり、連邦の裁判所では認められないという
ルールを成立させたものとして一般的に語られることになった。
　その後、連邦における違法収集証拠排除法則を確立したのは Weeks 事件判決23で
あったが、ここでは、連邦最高裁は、修正第 ₄ 条の問題として証拠排除を論じてい
る。法廷意見を執筆した Day 判事は、修正第 ₄ 条による不合理な捜索・押収から、
刑事事件で訴追されているか否かを問わず全ての者を保護しており、全ての者が憲
法による保障を主張する権利を有していると述べた24。しかし、Day 判事は、排除法
則を認めるにあたって、排除法則を、将来の違法捜査抑止を目的としたものである
というような説明はしていなかった。さらにその後の Silverthorne 事件判決25は、い
わゆる「毒樹の果実」をも排除するとし、違法に獲得された証拠は一切使用しては
ならないと明言した。
　このようにして連邦では確立していた排除法則も、州への適用が宣言されるまで
には時間をかけなければならなかった。Mapp 事件判決に先立ってその問題を扱っ
た Wolf 事件判決26は、排除法則の州への適用を否定する際に、証拠排除は憲法の
命令ではなく、裁判所による解釈の問題であるとした。この法廷意見を執筆した
Frankfurter 判事は、警察によるプライバシー侵害を積極的に許容することは修正第
22　Boyd v. United States, ₁₁₆ U.S. ₆₁₆ (₁₈₈₆).
23　Weeks v. United States, ₂₃₂ U.S. ₃₈₃ (₁₉₁₄).
24　Id., at ₃₉₂.
25　Silverthorne Lumber Co. v. United States, ₂₅₁ U.S. ₃₈₅ (₁₉₂₀).
26　Wolf v. Colorado, ₃₃₈ U.S. ₂₅ (₁₉₄₉).
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₄ 条の保障に反すると認めつつも、その当時、排除法則を採用している州が₁₆であ
る一方で、₃₁の州がその採用に反対していること、他の方法による「救済」も
デュー・プロセス条項の保障のためには効果的であり、いかなる救済方法を選択す
るかは州に委ねられているため、州の裁判所が修正第 ₄ 条違反の証拠を許容しても
修正第₁₄条違反にはならないと述べた27。しかし、これに対して、Murphy 判事はそ
の反対意見で、排除法則以外の手段には実効性はないと反論した28。また、連邦最
高裁が法執行官による違法を許容しないことを確実にするためにも排除法則は必要
であり、違法を許す裁判所は、公衆からの司法への尊敬に悲劇的な結果をもたらす
と論じた29。
　ここに、憲法による要求という考えのほかに、より政策的な根拠の議論の始まり
を見出すことができる。法廷意見が、憲法の禁ずる不合理な捜索・押収を「抑止す
る」という観点を持ち出したほか、反対意見においては、そのための代替手段の効
果を一蹴し、司法の廉潔性という観点を強調したのである。このような政策的な根
拠論は、この後も排除法則の議論のなかで頻繁に顔を出すことになる。
　そして、₁₉₆₁年、連邦最高裁は Mapp 事件判決において、州への排除法則適用を
認めた。この法廷意見を執筆したのは Clark 判事であったが、彼は、排除法則の州
への適用を否定した Wolf 事件判決を覆すために、まず、排除法則を憲法の命令に
よるものであると述べることに力を注いだ30。そのため、彼は憲法上の根拠として
修正第 ₄ 条と ₅ 条に触れているが、法廷意見の執筆に取りかかったときには、修正
第 ₅ 条を含めるつもりではなかったといわれている。それにもかかわらず修正第 ₅
条に触れた理由は、Black 判事の票を得るためであった。なぜならば、Black 判事
は Wolf 事件判決において、修正第 ₄ 条は州に対しても適用されるが、それが州に
証拠排除を強いるものではないと考えて排除法則の根拠を修正第 ₄ 条のみに求める
ことに躊躇いを示していた。そのため、彼の票を得るためには、排除法則の根拠と
して修正第 ₅ 条が加えなければならなかった31。そこで、Clark 判事は、Boyd 事件判
決を引用し、政府のプライバシーへの侵害からの保障として、修正第 ₄ 条と ₅ 条と
27　Id., at ₃₀-₃₃.
28　Id., at ₄₁ (Murphy, J., dissenting).
29　Id., at ₄₆.
30　Yale Kamisar, Does (Did) (Should) the Exclusionary Rule Rest on a ＂Principle Basis＂ Rather than 
an ＂Empirical Proposition＂?, ₁₆ Creighton L. Rev. ₅₆₅, ₆₂₄ (₁₉₈₃).
31　Tracy Maclin, The Supreme Court and the Fourth Amendment＇s Exclusionary Rule, ₈₉ (₂₀₁₃).
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が相俟って証拠排除を命じるとした。Boyd 事件判決がいうように、違法な捜索に
よって証拠を獲得することは強制的な自己負罪と同じであるというのである。しか
し、Boyd 事件判決と Mapp 事件判決の事実は異なっていた。Mapp 事件判決には、
自己負罪の供述の強要に関する問題は含まれていない。連邦における排除法則適用
を明言した Weeks 事件判決もまた、自己負罪の問題を含まないものであったが、
ここでは修正第 ₅ 条に触れることなく、修正第 ₄ 条を根拠とし、この侵害があった
場合には証拠排除が直接導かれるとしていた。これと足並みを揃えずに、Clark 判
事は、Boyd 事件判決を Black 判事の賛同を得るために用いたのであった32。このよ
うにして、憲法上の根拠の複雑な問題が残されてしまったのである。
　次に、排除法則が修正第₁₄条を解して州にも適用されると述べるにあたって、彼
は、排除法則を「プライバシーの権利に不可欠な一部」であるとした。このことは、
修正第₁₄条のデュー・プロセス条項を介して修正第 ₄ 条のプライバシー権が州にも
適用されるからには、連邦政府に適用されている排除法則も同じく州に適用される
べきであるという結論へと繋がっている33。
　さらに彼は、「なぜお巡りがへまをしたから犯人が無罪放免になるのか」という
Cardozo 判事による有名な批判34についても答えを出さなければならかなった。彼
は、「憲法と常識との間に争いはない」35というフレーズと司法の廉潔性保持の必要
性という根拠をもってこれに回答したのだった。
「各州に開かれたままの有罪への恥ずべき近道は、人々に与えられた自由についての完全な
憲法上の抑制システムの破滅へと向かう。修正第 ₄ 条に具体化されたプライバシーの権利
が各州に対して強制可能であり、州の官憲によるプライバシーへの乱暴な侵害から保護さ
れる権利は、したがって、憲法に由来するということを認めると、我々は、もはやその権
利を空約束にしておくことを許すことはできない。」36
「我々の決定は、理性と真実に基づき、個人には憲法が彼に与えるものを与え、警察官には
誠実な法執行が与えるものを与え、そして、裁判所には、正義の真の実現において必須で
32　Dennis D. Dorin, Marshaling Mapp: Justice Tom Clark＇s Role in Mapp v. Ohio＇s Extension of the 
Exclusionary Rule to State Searches and Seizures, ₅₂ Case W. Res. L. Rev. ₄₀₁, ₄₁₈ (₂₀₀₁). 
33　Mapp, ₃₆₇ U.S., at ₆₅₆.
34　People v. Defore, ₂₄₂ N.Y. ₁₃ (₁₉₂₆).
35　Id., at ₆₅₇.
36　Id., at ₆₆₀ .
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ある司法の廉潔性を与えるにすぎないものである。」37
　このようにして排除法則を憲法上のルールであるとし、それが司法の廉潔性を保
持するために必要なものであるとしながらも、Clark 判事は同時に、排除法則が「た
とえ司法によって創造されたものであるとしても」38、抑止のために憲法上命じられ
ているものであると譲歩している。しかし、Weeks 事件判決も Silverthorne 事件判
決も、排除法則を司法創造上のルールであるとは一切述べてはいなかった。これを
述べていたのは、まさに Mapp 事件判決が覆した Wolf 事件判決であったのだ。こ
の点について、「排除法則が、その抑止を理由としてのみ憲法上要求されているも
のなのか否かについて明確ではない。さらに、それが抑止として要求されるのか、
抑止を意図して要求されるのか、あるいは実際に抑止として働くから要求されるの
かについても明確にはしていない。」39ともいわれている。排除法則の抑止効という
点についてもまた、様々な解釈の余地を残したままであった。
　Mapp 事件判決は、排除法則を州にも適用するという点については成功を収めた
が、しかし、そのための説明は次の点で、問題を残すものであった。第一に、排除
法則の根拠として、Weeks 事件判決の採用していなかった修正第 ₅ 条を、修正第 ₄
条に加えて論じたことである。Boyd 事件判決と異なった事実の Mapp 事件判決に
おいて、修正第 ₅ 条を持ち込む理由が十分に説明されることはなかった。第二に、
仮に、これら二つの修正条項が違法収集証拠の排除を要求すると認めた場合、なぜ
それに加えて「司法によって創造されたものであるとしても」という譲歩をしたの
かが明らかではないこと。これによって、排除法則が憲法の要求であるのか、それ
とも単なる司法創造上のルールであるのかについての争いを残すことになった。さ
らに、第三に、排除法則が憲法の命令であると否とを問わず、抑止のために要求さ
れると述べたことが挙げられる。ここから、目的（の一つ）である抑止効に資さな
いのであれば、証拠排除の必要性はないという批判を可能にした。抑止効を排除法
則の唯一の根拠とする立場にとってはその力強い根拠となったようである40。以上
のような曖昧さを残したままの Mapp 事件判決は、排除法則は司法創造上のルール
37　Id.
38　Id., at ₆₄₈.
39　Thomas S. Schrock and Robert C. Welsh, Up From Calandra: The Exclusionary Rule as a 
Constitutional Requirement, ₅₉ Minn. L. Rev. ₂₅₁, ₃₁₉ (₁₉₇₄).
40　Maclin, supra note ₃₁, at ₁₀₄-₁₀₅.
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であり、それは違法捜査の抑止を目的とするものであるから、それに資さない場合
には証拠排除はなされるべきではないという主張を可能とさせたのである。
3 ．根拠論の再検討
　Mapp 事件判決はいくつかの（しかし排除法則の未来にとって重大な）問題を孕
みつつも、ともかくも排除法則をアメリカの隅々に行き渡らせるという点において
は成功を収めた。この Mapp 事件判決までの流れのなかで、連邦最高裁の述べた排
除法則の根拠の流れを改めて確認すると、以下のとおりである。
　Weeks 事件判決においては、排除法則は、修正第 ₄ 条の保障内容を実効性あるも
のとすることに働くものとして述べられている41。次に、Silverthorne 事件判決にお
いては、違法に獲得された証拠を排除しなければ、修正第 ₄ 条の保障は形骸化して
しまうと考えられた42。その後の Olmstead 事件判決の反対意見は、より直接的に「幾
人かの犯人が処罰を免れることのほうが、政府が不名誉な役割を演じるよりもまし
である」43とし、裁判所が「ダーティ・ビジネス」に手を貸すべきではないことを
述べていた。そして、Wolf 事件判決の反対意見の中にこの考えは引き継がれ、
Murphy 判事は、捜査官の違法を利用して刑罰を科さないということを保障し、そ
うしなければ、司法への公衆からの尊敬に悲劇的な効果をもたらすとした44。Mapp
事件判決に至り、排除法則を憲法上のルールと位置づけ、これが司法の廉潔性を保
持することとなるのだと説明し、それまでの排除法則の議論は実を結んだのであっ
た。
　これらは、いずれも排除法則を憲法の要求であるとして修正第 ₄ 条および ₅ 条に
その法的根拠を求めており、司法の廉潔性はそれに密接に関連した理論的根拠とし
て挙げられていた。そこで想定されていた司法の廉潔性の内容は、裁判所が、政府
が憲法上の権利侵害を利用して有罪を獲得することを拒否するという態度を表すこ
とによって、政府の行為の正統性を守る役割を果たすというものである45。そして、
そうしなければ司法に対する公衆からの信頼は失墜すると考えられていた。違法に
41　Weeks, ₂₃₂ U.S., at ₃₉₂-₃₉₃.
42　Silverthorne, ₂₅₁ U.S., at ₃₉₂.
43　Olmstead v. United States, ₂₇₇ U.S. ₄₃₈, ₄₇₀ (₁₉₂₈) (Holmes, J., disstenting).
44　Wolf, ₃₃₈ U.S., at ₄₆ (Murphy, J., dissenting).
45　Robert M. Bloom and David H. Fentin, ＂A More Majestic Conception＂: The Importance of Judicial 
Integrity in Preserving the Exclusionary Rule, ₁₃ U. Pa. J. Const. L. ₄₇, ₅₀ (₂₀₁₀).
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獲得した証拠を使用して有罪を得るという「恥ずべき近道」は、司法への侮蔑を生
むのである46。このような考えはその後も維持された。そして、₁₉₇₄年になって
Calandra 事件判決において反対意見を執筆した Brennan 判事もこの点をいまだ指摘
していたのである47。初期の議論においては、これは憲法上の保障と結びつき排除
法則のたしかな根拠であり得たはずであった。そしてまた、排除法則は、特定の捜
査官や機関に対する制裁であるとか、特定の被害者に用意された救済手段であると
いった説明はなされていなかったのである。
　これに対し、たとえば、排除法則を憲法上のルールから司法創造上のルールへと
グレード・ダウンさせ、コストとベネフィットとのバランシング・テストを用いた
Calandra 事件判決は、排除法則の目的として抑止効を強調し、司法の廉潔性の問題
にはほとんど触れなかった。また、その翌年の Peltier 事件判決48も、司法の廉潔性
を重大な関心事としなかった。このようななか、Powell 事件判決は、より積極的に
司法の廉潔性に対する解釈を提示し、排除法則の根拠論は大きな転換期を迎える49。
ここで述べられた司法の廉潔性にかんする見解は、当初連邦最高裁が想定していた
内容とは全く異なるものであった。Powell 判事は、司法の廉潔性について、価値あ
る証拠を失うことでみすみす有罪を逃すことの方が司法への信頼を損なうと批判し
たのである。
「我々の決定はしばしば『司法の廉潔性の要請』に触れているが、それらは、特定の文脈に
おいて排除法則を適用するかを決定する際に、この根拠の役割の限界を示した。この根拠
を拡大することは、理論上は、被告人による異議申立てがなかったにもかかわらず、また
は彼の同意があるにもかかわらず、憲法に反して得られた証拠を裁判所が排除することを
要求する。それは、憲法に反して得られた証拠の提出に対して異議申立てをできる者への
適格制限の廃棄を要求することでもある。･････ このようなケースが教えるものは明白で
ある。裁判所が司法の廉潔性の保持を考慮しなければならないのは当然のことであるが、
しかし、この考慮は価値ある証拠の排除のための根拠としては限定的な力しか持たない。」50
46　Mapp, ₃₆₇ U.S., at ₆₆₀.
47　United States v. Calandra, ₄₁₄ U.S. ₃₃₈, ₃₅₇ (Brennan, J., dissenting) (₁₉₇₄).
48　United States v. Peltier, ₄₂₂ U.S. ₅₃₁ (₁₉₇₅).
49　拙稿「違法収集証拠排除法則の根拠について—抑止効の側面から—」筑波法政₅₉号参照。
50　Stone v. Powell, ₄₂₈ U.S. ₄₆₅, ₄₈₅-₄₈₆ (₁₉₇₆).
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さらに、本来有罪となったであろう者に思いがけない幸運を与えることこそ、むし
ろ司法への尊敬を損なうとして、司法の廉潔性の保持に拘泥することで生じる新た
な問題を提起したのであった51。このような Powell 判事による司法の廉潔性に対す
る新しい解釈は、大いに排除法則の存続に影響を与えたといえる。
　しかし、Clark 判事は、有罪への恥ずべき近道を用いるべきではないと述べたと
き、有罪を逃すことを自覚しつつも司法が廉潔性を保つことを優先させるべきであ
るということを意味していたはずである。さらに彼は排除法則の目的として抑止に
触れはしたが、それを「唯一」の目的であるとは決して述べていなかった。それに
もかかわらず、後に抑止効を排除法則唯一の根拠としたことは、排除法則を廃棄へ
と導くための意図的な解釈であったというように考えられる。
　ところが、排除法則の根拠を現在の連邦最高裁が抑止効にのみ求めているとはい
え、司法の廉潔性は今や誰にも支持されない過去の遺物であると断言することは適
当でないようにも考えられる。事実、Herring 事件判決において Ginsburg 判事は、
排除法則の重要な目的として司法の廉潔性を挙げている52。しかし、彼女は、司法
の廉潔性について、法執行官の違法行為に裁判所が加担することを避けるというこ
とと、裁判所がそのような行為から利益を得ないことで国に対する人々の信頼が失
墜することの危険性を最小化するのだということを述べたのみで、それ以上の説明
を加えることはしなかった。これは、初期の連邦最高裁の見解のとおりの内容であ
る。排除法則抑止効に関する議論が（たとえ排除法則の存続のために好ましいもの
ではなかったとしても）₁₉₇₀年代以降、長い時間をかけて展開されてきたことと比
べて、司法の廉潔性はその陰に追いやられ、発展を見ることはできていない。「法
への尊敬を維持するため、司法への信頼を促進するため、そして裁判手続を汚染か
ら守るために」53証拠の許容性が否定されると説明された当時のままである。たし
かに、仮に違法収集証拠の議論を離れたとしても、裁判所が違法に手を貸すべきで
はないという理解は今日も一般的に認められることであろう。しかし、司法の廉潔
性とはこの内容でしかないのであろうか。この一般的な説明は、すでに述べたとお
り排除法則に好意的ではない立場の者たちから批判の的となってきた。Burger 長官
の後に連邦最高裁長官の椅子についた Rehnquist 判事もまた54、裁判所が「ダー
51　Id., at ₄₉₀.
52　Herring, ₅₅₅ U.S., at ₁₅₁-₁₅₃ (Ginsburg, J., dissenting).
53　Olmstead, ₂₇₇ U.S., at ₄₈₄-₄₈₅ (Brandeis, J., dissenting).
54　Rehnquist 判事は、裁判所によって創り出された排除法則は修正第 ₄ 条に不釣り合いな義
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ティ・ビジネス」に手を貸すことをしてはならないのは当然のことであるとしつつ
も、それに拘泥することの愚かさを指摘している55。
　これらの批判に対し、なおも司法の廉潔性を排除法則の根拠として主張するため
には、単に「裁判所が手を汚さないためである」というだけではなく、裁判所が果
たす役割という視点が必要である。この視点の萌芽は Weeks 事件判決のなかにや
はり見出すことができる。そこからは、裁判所が担うべき役割をすでに述べていた
ことが見出せる。Day 判事は、違法な捜索・押収を利用して有罪を得ることはして
はならないとし、また、証拠排除をすることは政府による暴挙を食い止めるだけで
はなく、人々の権利の守護者としての立場を裁判所が維持することにもなるのだと
述べていた56。
「修正第 ₄ 条の効果は、合衆国の裁判所と連邦の公務員とがその権限を行使する際に、これ
らの権限行使に関する規定および制約の下に彼らを置き、法を装った全ての不合理な捜
索・押収から人々の身体、住居、書類、および所持品を永久に守ることである。この保護は、
犯罪で訴追されている者であるなしにかかわらず、全ての者に同様に及ぶのであり、それ
に効力を与えることは、連邦システムの下で法執行を委ねられた全ての者の義務である。
刑法を実現する者が、違法な捜索や強制的な自白という手段によって有罪を得るという傾
向は、･･･ いかなるときも憲法に適合しなければならない裁判所の判断において制裁を与
えることをしてはならない。そして、全ての人々はそのような基本的権利の維持のために
申立てをする権利を有しているのである。」57
したがって、政府官憲による違法は、憲法上の原則を揺るがす脅威であるし、裁判
所は、政府の過度な権力行使から人々を守る役割を負っており、そしてそれに加え
て自らの権利の守護者としての立場の維持のためにも証拠を排除しなければならな
いということが指摘されるのである58。しかし、裁判所が修正第 ₄ 条の違反を認め
務を課すものと考え、とりわけ修正第 ₄ 条の問題については被告人の利益とは反対の票を
投じてきた判事といわれている。Craig M. Bradley, Criminal Procedure in the Rehnquist Court: 
Has the Rehnquisition Begun?, ₆₂ Ind. L. J. ₂₇₃, ₂₈₄-₂₈₅ (₁₉₈₇).
55　California v. Minjares, ₄₄₃ U.S. ₉₁₆, ₉₂₆ (Rehnquist, J., dissenting from denial of stay).
56　Weeks, ₂₃₂ U.S., at ₃₉₂.
57　Id.
58　Scott E. Sundby and Lucy B. Ricca, Is the Exclusionary Rule a Good Way of Enforcing Fourth 
Amendment Values?: The Majestic and the Mundane: The Two Creation Stories of the Exclusionary 
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ながらも、その一方で排除法則を実際には適用せずあるいは廃棄をするのでは、裁
判所がその義務を果たしているとはいえない。すでに確認したとおり、現在の連邦
最高裁は排除法則を実質的にはなきものとしつつあるが、その結果、修正第 ₄ 条侵
害が生じた場合、裁判所が何らの対処もしないままにすることは権利侵害を暗黙の
うちに許可していることになるのではないか。
　このような疑問に対しては、排除法則を、権利侵害された個人への「救済策」と
捉えて、他にも救済策が存在しこれが有効に働くのであれば、たとえ排除法則が用
いられることがなくても構わないのではないかという返答がなされる。実際にこれ
まで、排除法則以外にも、捜査官個人または捜査機関への賠償請求や、捜査官の刑
事訴追、捜査機関内部での捜査官個人に対する懲罰などの代替手段が有用であるこ
とも主張されてきた。なかでもとりわけ賠償請求は、「時代遅れ」な排除法則に替
わる手段としてたびたび主張されてきたものである59。
　たしかに、アメリカにおいては市民が公務員の不法行為によって権利侵害をされ
た場合には、政府または当該公務員個人に対する損害賠償を請求することが認めら
れている。州公務員に対しては、合衆国法典₄₂巻₁₉₈₃条に基づいた損害賠償請求
（いわゆる₁₉₈₃条訴訟）が可能である。しかし、この₁₉₈₃条訴訟には、限定的免責
（qualiﬁed immunity）が設けられている。すなわち、合理的な公務員であれば適法
であると信じて然るべき場合には、たとえ違法行為を行ったとしても、彼らは賠償
責任を免れるというものである。この限定的免責を明言したのは、Mapp 事件判決
を生んだ Warren Court 時代の₁₉₆₇年、Pierson 事件判決60であった。捜査官が誤って
適法であると信じて法に従って逮捕をした場合に、捜査官に善意が認められかつ相
当な理由が存在していた場合に限って、捜査官は₁₉₈₃条訴訟による賠償を免れるこ
とができるとしたのである。一見、違法収集証拠排除法則を採用し、違法な捜査活
動に対して厳しい目を向けていたように考えられる Warren Court がこのような判断
を下したのは奇妙なことのように思われるが、これについて Warren 主席判事は、
次のように説明している。
「警察官が、相当な理由があったのに逮捕をしなかったとして職務怠慢と訴えられるか、そ
Rule, ₄₃ Tex. Tech L. Rev. ₃₉₁, ₃₉₉ (₂₀₁₀).
59　Hudoson v. Michigan, ₅₄₇ U.S. ₅₈₆, ₅₉₇-₅₉₈ (₂₀₀₆).
60　Pierson v. Ray, ₃₈₆ U.S. ₅₄₇ (₁₉₆₇).
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れとも逮捕して罰金を取られるかのどちらかを選択しなければならないのは、好ましくな
いことだ。」61
いずれにしても不利益しかないような究極の選択を現場の警察官に迫ることは酷で
あり、これを回避するために限定的免責は設けられたのである。しかし、そのよう
な当初の目的を超えて、この限定的免責の範囲は拡大をした。そして、₁₉₈₃条訴訟
における限定的免責の判断基準は、排除法則における善意の例外を認める基準と近
接しているなど62、有効に活用し得るかについて疑問が残るものとなっている63。
　なお、この₁₉₈₃条訴訟は、州の公務員に対する賠償請求であり、連邦の公務員に
対しての請求を認めたものではない。連邦公務員については、連邦不法行為請求権
法（Federal Tort Claims Act）に基づいて連邦政府を訴えることとなり、憲法違反に
ついては Bivens 事件判決64のもとでのルールに従って個人を訴えることが可能と
なっている（いわゆる Bivens 型訴訟）65。しかし、連邦政府に対する訴訟を個人が維
持できるかという点については、費用や資料といったさまざまな点で困難であり、
また、捜査官個人による賠償は、当該捜査官個人の資力に大いに依存するため、十
分な救済が受けられるかには不安が残る。
　さらに、これらの代替手段を主張する論者たちは、ほぼ一様に（排除法則との併
存ではなく排除法則の廃棄を主張して）排除法則の歴史的正統性を問題とする。す
なわち、修正第 ₄ 条の不合理な捜索・押収を受けない権利の侵害が生じた場合にそ
の果実が排除されねばならないとは、憲法上のどこにも明記されておらず、それゆ
61　Id., at ₅₅₅.
62　捜査官個人の賠償責任を免責する限定的免責は、当初、合理的な捜査官であっても認識
不可能なほどに法が不明瞭である場合にのみ認められるとされていたが、後に、その法が
明確であったとしても捜査官が自身の行為の適法性を信じていたことが合理的だと認めら
れた場合にまで適用範囲が拡大されている。一方で、Leon 事件判決によって排除法則に設
けられた善意の例外も、当該違法行為を行った捜査官が善意であったと合理的に認められ
る場合には証拠排除がされないという基準を設けている。両者は酷似した基準を用いて、
権利侵害された者への救済の可否を論じるため、排除法則の代替手段として₁₉₈₃条訴訟が
実効性を有していると評価することは困難である。
63　この点について、拙稿・前掲注₅₀、₅₈-₆₂頁。
64　Bivens v. Six Unknown Named Agents of Federal Bureau of Narcotics, ₄₀₃ U.S. ₃₈₈ (₁₉₇₁).
65　本件は、連邦麻薬取締局（Federal Bureau of Narcotics）の取締官らによる住居の捜索の後
に逮捕された Bivens は、それらが相当な理由を欠くものであり、修正第 ₄ 条の権利を侵害
されたとして取締官らに対し損害賠償請求を提起したというものである。連邦最高裁は、
修正第 ₄ 条における訴訟原因によって損害賠償請求ができると認め、連邦公務員個人に対
する賠償請求を提起できることが明言された。
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えに「司法創造上の救済策」に過ぎないのだ、と66。排除法則の初期連邦最高裁判
例は、明確に排除法則を修正第 ₄ 条（あるいはこれに加えて ₅ 条）の命じるもので
あるとしていたことをもって、これを裁判所が創り出した単なるルールに過ぎない
とすることに対する反論も可能であるが、しかし、たとえ、そのような批判を受け
容れたとしても、その主張には問題がある。その主張は、排除法則を裁判所の創造
物であるという理由から廃棄を求め、代替策を提案する。ところが、憲法上のルー
ルや救済として現在認められているものが全て憲法上に明言されたものであるわけ
ではない。たとえば、連邦最高裁判例の歴史上、欠くことのできない Marbury 事件
判決67が確立した違憲立法審査権についても、憲法上には記されていなかった68。そ
れだけではなく、排除法則反対論者たちが代替策のひとつとして支持する当の
Bivens 型訴訟でさえも、「司法創造上の救済策」にほかならない。すなわち、すで
に述べたとおり、連邦公務員の不法行為について賠償請求をしようとする場合に
は、原則としては連邦不法行為請求権法に基づくものとされるが、これは連邦政府
に対するものであり、連邦の公務員個人に対する賠償請求は認められていない。そ
のため、連邦の公務員個人についての損害賠償請求を認めたのが Bivens 事件判決
であった。Brennan 判事による法廷意見は、次のように述べて救済策を「創造」す
ることを認めた。
「修正第 ₄ 条は、連邦の権限のもとで執行される不合理な捜索・押収を受けないという絶対
的権利を合衆国の市民に保障している。そして、『連邦法上保護された権利が侵害された場
合に、裁判所が必要な救済を与えるために救済策を整備することは従来からのルールであ
る』」69
「周知のように、修正第 ₄ 条は同条項違反に基づく損害賠償を規定していない。しかし、『法
的権利が侵害され、連邦法がそのような侵害にかかる概括的な訴権を規定している場合に、
連邦の裁判所が当該行為を是正するために利用できるあらゆる救済を用いることが可能で
あるということは確立されている。』」70
66　See, Calandra, ₄₁₄ U.S., at ₃₄₈.
67　Marbury v. Madison, ₅ U.S. ₁₃₇ (₁₈₀₃).
68　この点について、拙稿・前掲注₅₀、₆₂頁。
69　Bivens, ₄₀₃ U.S. at ₃₉₂ (quoting Bell v. Hood, ₃₂₇ U.S. ₆₇₈, ₆₈₄ (₁₉₄₆)).
70　Id., at ₃₉₆.
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このようにして、連邦最高裁は積極的に連邦捜査官個人に対する賠償請求という救
済策を「創造」したのである71。
　ところで、この法廷意見を執筆した Brennan 判事は、たびたび排除法則を支持す
る態度を示している。彼は、排除法則を憲法の要請から司法創造上のルールへとグ
レード・ダウンさせた Calandra 事件判決で反対意見を執筆し、不可避的発見の例
外を創設した第二次 Williams 事件判決72でも反対意見を述べ73、また、証拠排除され
た違法収集証拠を弾劾証拠として使用するといういわゆる弾劾例外に関する諸判
例74において、たびたび反対意見を執筆してきた。また、同じく弾劾例外に関する
James 事件判決75では、弾劾例外を証人の証言にまで拡大することを拒否する法廷
意見を担当した判事である。
　さて、再び話題を戻すと、損害賠償請求を救済策として用いることがたとえ可能
であったとしても、司法創造上のルールであることをもって排除法則の廃棄をする
には根拠を欠くものと言わざるを得ない。なぜならば、賠償請求の一つである
71　See, Susan Bandes, Reinventing Bivens: The Self-Executing Constitution, ₆₈ S. Cal. L. Rev. ₂₈₉, 
₂₉₃-₂₉₅.
72　Nix v. Williams, ₄₆₇ U.S. ₄₃₁ (₁₉₈₄).
73　₁₀歳の少女が誘拐された事件発生後、弁護士からの助言により警察署に出頭した
Williams は、逮捕後ミランダ告知の後に、別の警察署に身柄移送される警察車両の中で警
察官が「みぞれ混じりの雨が降っている。今夜は雪になるそうだ。女の子の死体の在処を
知っているのはきみだけだ。雪が積もればきみにも分からなくなるだろう。ちょうどその
あたりを通るから、そのときに車を停めて死体を見つけることもできる。クリスマス・イ
ブに誘拐され殺されてしまった少女の両親が教会葬をしてあげられたらいいのに。答えて
くれと言っているのではない。考えてくれ。」と言い、結局 Williams は、遺体が埋められ
ている場所に警察官を案内した。後にこの車内での「会話」が Miranda ルール違反である
と主張され、これによって発見された証拠物の排除が争われたが、このとき最高裁は、い
ずれにしても捜索隊が遺体目前にまで迫っていたのだから、Williams の案内がなかったと
しても発見されていた「であろう」として、「不可避的発見の例外」を設け、証拠排除を認
めなかった。法廷意見によれば、排除法則は、捜査官の違法行為抑止のための方法として
認められているのであり、それは訴追側が違法行為のない場合と比べて、違法行為があっ
た場合に有利な立場に置かれるべきではないからであるという。そうであるから、逆に違
法行為があったからといって、違法行為がなかった場合よりも不利な立場に置かれるべき
ではないという。これに対し、Brennan 判事は、法廷意見について、排除法則を骨抜きに
したいがためのものであり、説得的な説明に掛けていると非難している。Id., at ₄₅₈-₄₆₀ 
(Brennan, J., dissenting).
74　Miranda ルール違反を理由として排除された供述を、被告人の公判廷証言の信用性弾劾の
ために以前の不一致供述として使用することを認めた Harris v. New York, ₄₀₁ U.S. ₂₂₂ 
(₁₉₇₁)、被告人の反対尋問における答弁にまで弾劾例外を拡大した United States v. Havens, 
₄₄₆ U.S. ₆₂₀, ₁₀₀ (₁₉₈₀)。Brennan 判事は、憲法が被告人に十分な防禦の機会を保障してい
ることを理由に、弾劾例外の拡大に反対していた。Id., at ₆₃₁-₆₃₂ (Brennan, J., dissenting).
75　James v. Illinois, ₄₉₃ U.S. ₃₀₇ (₁₉₉₀).
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Bivens 型訴訟じたいが、司法が憲法の保障のために裁判所がルールを創設すること
を認めているからである。さらに、損害賠償請求にも排除法則同様、原告適格の問
題が横たわっている76。訴訟提起にあたっては、効果的な救済を得るためには、原
告適格を有するものが自らの適格を認識していることを前提とし、訴訟にあたって
代理人に依頼する際の金銭的余裕も必要とすることが指摘される77。そのため、修
正第 ₄ 条侵害を受けた者がどの程度この制度を活用し得るかという点には議論の余
地があると考えられる。
　次に、排除法則に対しては、公判で自己に不利な証拠を提出された被告人のみを
救済するものであり、それ以外の修正第 ₄ 条の被害者の救済に働かないという批判
が浴びせられる。しかし、それは余りに短絡的ではないであろうか。そもそも、排
除法則を個人に対する単なる救済であると捉えることに十分な根拠はなく、例え救
済策であるとしても（実際に、証拠排除がなされる者にとっては救済的効果を有す
る）、有罪の者のみに排除法則が役立つわけではない。Bringer 事件判決において反
対意見を述べた Jackson 判事は、不合理な捜索・押収を受けない権利を保護するこ
とは最も困難なものの一つであり、それは裁判所でのみ行うことができるのだとし
て、次のことを指摘している。
「裁判所の面前にもたらされるのは、たまさかの甚だしい濫用のみであり、捜索・押収が負
罪的証拠を得て、被告人が少なくとも起訴されるに十分な場合のみである。もしも、官憲
が住居に踏み入りあるいは自動車を停止させて捜索を行ったが何の犯罪の証拠も発見され
なかった場合には、無罪の者の自由に対するこの侵害は、実際に救済されることはほぼ皆
無である。無罪の者の住居や自動車に対する多くの違法な捜索は、負罪的証拠は一切出ず、
逮捕されることもなく、裁判所はそれについて何もし得ず、そして、我々はそのことを耳
にすることもない。」78
　そのため、「裁判所は、不合理な捜索・押収を受けた被告人に対し、そのように
して得られた証拠を排除するという方法で間接的にでしか、同様の捜索を受けた無
76　しかし、排除法則の適格論についても、適格制限を設けること自体に議論の余地がある。
拙稿「アメリカにおける証拠排除の申立適格」法学研究論集₃₅号₁₂₇頁。
77　See , Donald Dripps, The ＂New＂ Exclusionary Rule Debate From ＂Still Preoccupied with₁₉₈₅＂ to 
＂Virtual Deterrence＂, ₃₇ Fordham Urb. J.L. ₇₄₃, ₇₇₁ (₂₀₁₀). 
78　Bringer v. United States, ₃₃₈ U.S. ₁₆₀, ₁₈₁ (Jackson, J., dissenting).
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罪の人々の権利を保護することはでき」ず、本件の被告人の車両に対して行われた
捜索は「全ての者の車両に対する捜索とみなさなければならない」79としている。
排除法則は、証拠排除が争われることで、修正第 ₄ 条侵害の問題に光を当て、ひい
ては、人々の権利保障の議論を発展させるのである。なお、Herring 事件判決にお
ける Ginsburg 判事の反対意見は80、この見解を復活させたものであるという評価も
存在している81。
　したがって、損害賠償請求が排除法則に取って代わる救済策であるという主張に
対しては、排除法則も損害賠償請求も同様に憲法上に明記されておらず、これを根
拠に損害賠償を支持して排除法則を非難することは不可能であること、また、損害
賠償請求にあたっては修正第 ₄ 条の権利を侵害された者が刑事事件とは別個の訴訟
提起をするにあたって困難があること、さらに、排除法則もまた無罪の者の権利の
保護に役立つのであることを確認するとき、排除法則を廃棄して損害賠償をこれに
代替するという主張は十分な説得力をもっていないように思われるのである。仮
に、損害賠償請求を有効な救済手段であると認めたとしても、それが排除法則との
併用の根拠とはなり得ても、それのみで十分であるとして排除法則を廃棄する根拠
とはなり得ないのである82。そのため、裁判所が憲法上保障された不合理な捜索・
押収を受けない権利を保護するためには、排除法則はいまだ有用なものであるとい
わざるを得ないであろう。
　これらの理由から、排除法則を廃棄することはやはり、修正第 ₄ 条侵害について
連邦最高裁が無関心になるということが危惧される。そして、仮に、排除法則を単
なる権利侵害をされた個人への救済策にすぎないととらえた場合に、救済の用意さ
れていない権利を我々は権利として扱い得るかについても手短に触れておく必要が
ある。排除法則についてこの点から検討した Taslitz は、排除法則が修正第 ₄ 条の
救済として唯一有効であるということを主張し、権利に内在する機能から、以下の
ように排除法則の必要性を説いている。すなわち、第一に権利には、権利を有する
79　Id.
80　Ginsburg 判事は、今日活用されているデータベースはその管理が適切になされなければ、
それによって多くの罪なき人々が権利侵害を被ることに繋がるため、その管理を徹底する
強い動機を政府に与えるためにも排除法則が適用されなければならない旨述べた。Herring, 
₅₅₅ U.S., at ₁₅₄ (Ginsburg, J., dissenting).
81　Sundby and Ricca, supra note ₅₈, at ₄₀₇.
82　Andrew E. Taslitz, Hypocriay, Corruption, and Illegitimacy: Why Judicial Integrity Justiﬁes the 
Exclusionary Rule, ₁₀ Ohio St. J. Crim. L. ₄₁₉, ₄₂₈ (₂₀₁₃).
113
排除法則の理論的根拠の再検討 （守田）
とされる者が、自身に与えられていると考えられている特定のベネフィットにアク
セスするという道具的機能がある83。修正第 ₄ 条との関係では、被告人が望むのは、
違法に獲得された自己に不利な証拠を排除し、場合によっては有罪を免れることで
あり、排除法則以外にこれを可能にする救済策は存在しない84。第二に、権利は、
個人のアイデンティティーの本質的部分をなし、権利が与えられていると宣言され
ていることで人々は自律的な人間としての自己認識を得ることとなる85。これに加
え、国家の平等な一員としてみなされる者やそれを定義づける基礎的な大道をも示
す86。有罪の者の非難をする刑事司法においては、憲法は社会的地位についての重
要性を有するし、また、有罪の者を罰することによって社会にとって最も重要であ
る社会的規範を支えることとなる87。しかし、救済の用意されていない権利は、十
分にこの機能を果たすことはできない。刑事被告人に対して、単に犯罪を犯したこ
とを批判するのみで何らの制裁も与えないことが不十分であるのと同様、警察官が
修正第 ₄ 条の権利を侵害したにもかかわらず、その違法を宣言するだけでは、その
言葉は空虚なだけになってしまう88。そして、第三に、ある権利がどのような意味
を内包するかの判断は、個人や集団による十分な議論とともに個々のケースで熟慮
される必要がある89。公正な手続に必要とされるのは、努力によっては結果が変わ
るという動機付け、他者とかかわり社会の一員としての敬意をもった取扱い、そし
て自己肯定である90。これらを促進するためにも、人々が効果的に自らの主張を行
うことが必要となり、そのような機会を与えられた調停や裁判に関与した者は、好
ましくない結果であってもこれを正統な結果として受け容れ、その後に法を遵守す
る傾向を有するようになる91。そのため、修正第 ₄ 条侵害のケースにおいては現実
に証拠排除という救済が存在することが、個人が効果的な主張を行うにあたっては
重要になるのである。こうして Taslitz は、修正第 ₄ 条に対する救済として排除法
則のみが効果的であり、それを欠く権利は権利として認められないとしたのであ
83　Id., ₄₃₁.
84　Id.
85　Id., at ₄₃₂-₄₃₃.
86　Id., at ₄₃₃.
87　Id., at ₄₃₄.
88　Id., at ₄₃₄-₄₃₅.
89　Id., at ₄₃₅.
90　Id., at ₄₃₅-₄₃₆.
91　Id., at ₄₃₆.
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る。
　これらの議論によって、裁判所が人々の権利を保護する役割を有するという観点
から見たとき、修正第 ₄ 条侵害が生じた場合に裁判所がその役割を全うするための
手段としては、現在のところ、排除法則以外には期待できないように考えられる。
また、その役割を裁判所が十分に果たすためには、捜索・押収の時点で生じる違法
行為のみではなく、さらに違法収集証拠が法廷に提出されることによって生じる権
利侵害をも視野に入れることが必要となる。Brandeis 判事がかつて述べたように、
違法収集証拠の問題は、特定のケースにおける問題である以上に、政府による侵害
に対する保護の問題として考察されなければならない92。彼はまた、政府が有罪獲
得を達成するために違法な行為の結果を利用することはモラル上責任があると述べ
ている93。警察官による修正第 ₄ 条の侵害は、違法な捜索・押収がなされた時点の
みではなく、そこから引き続いて、法廷にそのようにして得られた証拠が被告人に
不利な証拠として提出される時にも生じているのである94。そして、排除法則は、
まさにその時点で裁判所が自ら修正第 ₄ 条の要求にこたえることのできる唯一の方
法であるといえる。そのため、裁判所が排除法則を廃棄してしまうことは、権利保
障を有名無実化させる。これはまさに、排除法則が確立した当時に危惧されていた
ことにほかならない。
おわりに
　₁₉₆₁年にアメリカの全ての州に排除法則が適用されることになってから半世紀以
上の時を経て、排除法則はその誕生当時とは変わり果てた姿となった。現在まで、
連邦最高裁は、排除法則の根拠を抑止効のみとし、排除法則適用場面を限定してい
る。しかし、排除法則をなくして、修正第 ₄ 条侵害に対する有効な手立てが用意さ
れているとはいまだに言えない状況である。
　翻って、わが国の救済制度を見ると、国家賠償法 ₁ 条による救済の可能性はある
が、公務員個人に対する損害賠償責任を問うことは実際には認められていない。さ
らに、個人の救済とは別として、わが国においては、裁判所が憲法上の保障を確か
92　Olmstead, ₂₇₇ U.S., at ₄₇₁-₄₈₅ (Brandeis, J., dissenting).
93　Id., at ₄₈₃.
94　Alderman v. United States, ₃₉₄ U.S. ₁₆₅, ₂₀₅-₂₀₈ (Fortas, J., dissenting) (₁₉₆₉).
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なものとするにあたって証拠排除により強く依拠する必要があるが、証拠排除に厳
しい基準を設けているわが国では、これもそうは見込めない状況である。それは、
わが国における憲法₃₅条の保障する権利が侵害された場合にその問題を放置したま
までおくことに繋がる。わが国においては、排除法則をその根拠から捉え直し、発
展させる必要性がいまだに存在していると考えられ、アメリカにおける議論の発展
はその際に多くの示唆を与えるものであるといえる。
（人文社会系助教）

